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ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第59期

第２四半期 
連結累計期間 

第60期
第２四半期 
連結累計期間 

第59期
第２四半期 
連結会計期間 

第60期 
第２四半期 
連結会計期間 

第59期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）    86,770    77,623    50,482    43,648  178,713

経常利益（百万円）    5,607    5,317    4,039    3,665  10,382

四半期（当期）純利益（百万円）    4,878    4,873    3,407    3,297  8,978

純資産額（百万円） － －    37,310    44,594  42,062

総資産額（百万円） － －    100,201    98,163  95,880

１株当たり純資産額（円） － －    383.27    459.36  432.90

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
   53.17    51.77    36.20    35.03  96.60

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
   45.01    42.71    29.85    28.90  80.72

自己資本比率（％） － －    36.0    44.1  42.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
   △461    △1,859 － －  16,857

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
   △645    △1,451 － －  △3,033

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
   462    △2,007 － －  △8,538

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －    20,633    20,900  26,638

従業員数（人） － －    2,505    2,688  2,572
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

      

(1）連結会社の状況 

   （注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（嘱託契約の従業員およびパートタイマーを含み、派遣社員を除いて

いる。）は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を[ ]外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

    (注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数（嘱託契約の従業員およびパートタイマーを含み、派遣社員を除いている。）は、当第２四半期会計

期間の平均人員を[ ]外数で記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 2,688 [ ] 1,707

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 653 [ ] 61
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 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は

必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらず見込み生産によっております。金額も僅少な為、セグメントごと

に生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

 このため販売の状況については、「４.財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」におけるセグ

メントの業績に関連づけて示しております。 

  

   当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

    当第２四半期連結会計期間おいて、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、各種経済政策の効果により持直しの兆しが見られたものの、

雇用・所得環境は引き続き厳しい状況で推移しました。また、海外経済についても、大幅なドル安傾向が続く為替

相場や欧州における財政不安など、先行き不透明感が一層強まりました。  

  玩具業界におきましては、景気の先行きに対する不安などから消費者の購買意欲は弱く、厳しい経営環境が続き

ました。 

 このような環境のもと、当社グループでは2009年度から2012年度を「改革の４年」と位置づけ、新たな成長ステ

ージに向けた改革を推進するとともに、中期経営計画を策定し経営目標の更なる明確化を図りました。中期経営計

画においては、玩具事業の“改革”を継続すべく、  

 １．アジア地域の玩具事業拡大  

 ２．ボーイズ商品のグローバル化  

 ３．定番事業の強化・拡大  

の３つの重点課題の取組みを進めるとともに、2013年３月期に連結営業利益率８％の達成を目標といたしました。 

 当第２四半期連結会計期間の連結売上高は、現代版ベーゴマのメタルファイト ベイブレードや定番商品などが

売上を伸長させたものの、前年同期に急増したトランスフォーマー関連商品の売上反動減やその他の玩具販売の減

少をカバーするには至らず、また、子会社におけるテレビゲーム卸の取扱量減少により、43,648百万円（前年同期

比13.5％減）となりました。利益面では、国内における定番商品や国内およびアジア地域でのベイブレードなど利

益率の高い商品の売上が伸長したものの欧州販売子会社の収益率悪化などにより、営業利益3,635百万円（同

12.6％減）、経常利益3,665百万円（同9.3％減）、四半期純利益3,297万円（同3.2％減）となりました。 

  

（報告セグメントの概況） 

 当社は、第１四半期より、マネジメント・アプローチに基づく報告セグメントとして前年度までの所在地別セ

グメントによる開示と同様の情報を開示しております。 

  

                                                   （単位：百万円）

  

＜日本＞ 

 個別業績につきましては、メタルファイト ベイブレードの国内マーケティング強化策のひとつとして８月の

映画公開や店頭イベント拡大等を行ったほか、欧米地域での商品販売の開始にともない、当社よりグローバル商

材として順調に出荷することができました。定番商品では、今年40周年を迎えたトミカの国内プロモーションを

強化するとともに、７月に発売した「スーパーオートトミカビル」が人気を博しました。さらに、トミカのグロ

ーバル展開では、トミカとプラレールを一つの世界観で融合させた商品販売を進めました。 

 国内子会社で展開する事業につきましては、㈱タカラトミーアーツでは、ガチャ事業およびぬいぐるみ事業の

売上が伸長するとともに、㈱トミーテックの鉄道模型などの販売が堅調に推移いたしました。しかしながら、ト

イズユニオン㈱におけるテレビゲーム卸の取扱量は大幅に減少いたしました。 

 以上の結果、売上高は39,228百万円（前年同期比15.1％減）となりましたが、営業利益は、ベイブレードや定

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  

売上高 セグメント利益 

当第２四半期 
連結会計期間 

前第２四半期
連結会計期間 

前年同四半期
比 増減 

当第２四半期
連結会計期間 

前第２四半期
連結会計期間 

前年同四半期
比 増減 

日本  39,228  46,219  △6,990  3,894  4,042  △147

欧州  2,656  3,230  △573  34  273  △239

北米  372  221  150  89  4  84

アジア  8,800  8,614  185  434  596  △162

合計   51,058  58,286  △7,227  4,452  4,917  △465

消去又は全社  △7,410  △7,803  393  △816  △756  △60

連結  43,648  50,482  △6,834  3,635  4,161  △525
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番商品などの玩具販売が順調に推移したことから3,894百万円（同3.7％減）となりました。 

＜欧州＞ 

 南欧諸国を中心とした財政不安など景気悪化の影響による個人消費の低迷を背景に、主力商品のプリスクール

商品の販売苦戦や仕入コスト上昇など厳しい経営環境となり、売上高は2,656百万円（前年同期比17.8％減）、

営業利益34百万円（同87.6％減）となりました。 

＜北米＞ 

 トミカの北米市場への出荷がはじまり、９月末からは米国トイザらスでの販売がスタートいたしました。その

結果、売上高は372百万円（前年同期比68.1％増）、営業利益89百万円（同1687.8％増）となりました。 

＜アジア＞ 

 ９月に韓国ソウルにおいてベイブレードの国際大会「アジアチャンピオンシップ2010」を開催するなど、ベイ

ブレードのアジア展開を積極的に進め、関連商品の販売も好調に推移いたしました。９月には台湾にトミカコン

テンツの集積売場「TOMICA SQUARE」をオープンさせ定番商品の拡販を進めるなど、玩具販売は堅調に推移し、

売上高は8,880百万円（前年同期比2.2％増）となりましたが、営業利益は仕入コストの上昇などもあり434百万

円（同27.2％減）となりました。 

  

財政状態（連結）の変動状況は次のとおりであります。 

＜資産＞ 

  流動資産は、前連結会計年度末に比較して3,218百万円増加し、65,351百万円となりました。これは主として

現金及び預金が減少した一方で受取手形及び売掛金および商品及び製品が増加したことによるものです。 

  固定資産は、前連結会計年度末に比較して921百万円減少し、32,708百万円となりました。これは主として株

式相場の下落を受け、投資有価証券の時価が減少したことによるものです。 

＜負債＞ 

 流動負債は、前連結会計年度末に比較して707百万円増加し、30,548百万円となりました。これは主として仕

入債務の増加によるものです。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比較して956百万円減少し、23,020百万円となりました。これは主として社

債の約定償還および長期借入金の約定弁済を行ったことによるものです。 

＜純資産＞ 

 純資産は、前連結会計年度末に比較して2,531百万円増加し、44,594百万円となりました。これは主として利

益剰余金の増加によるものです。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、第１四半期連結会計期間末に

比較して3,199百万円減少し、20,900百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは755百万円の支出となりました。こ

れは主として、税金等調整前四半期純利益3,512百万円、減価償却費1,021百万円、仕入債務の増加1,509百万円

等による資金の増加に対し、売上債権の増加5,805百万円、たな卸資産の増加1,280百万円等による資金の減少が

あったことによるものです。 

 なお、当第２四半期連結累計期間では、税金等調整前四半期純利益、減価償却費等による資金の増加に対し、

売上債権の増加、たな卸資産の増加、未払費用の減少等による資金の減少があり、1,859百万円の支出となって

おります。   

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは724百万円の支出となりました。こ

れは主として、有形固定資産の取得524百万円、無形固定資産の取得257百万円等による資金の減少があったこと

によるものです。 

 なお、当第２四半期連結累計期間では、有形固定資産の取得等による資金の減少があり、1,451百万円の支出

となっております。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは1,601百万円の支出となりました。

これは主として、短期借入金の減少（純額）270百万円、長期借入金の返済250百万円、社債の償還570百万円、

配当金の支払113百万円等による資金の減少があったことによるものです。  

 なお、当第２四半期連結累計期間では、短期借入金の増加（純額）による資金の増加に対し、長期借入金の返

済、社債の償還、配当金の支払等による資金の減少があり、2,007百万円の支出となっております。 
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。 

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

  

  会社の支配に関する基本方針 

  ＜当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の継続について＞ 

 当社は、平成19年６月26日に開催されました当社第56回定時株主総会にて、決議いただきました旧対応方針は、

平成22年６月23日開催の当社第59回定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）の終結時をもってそ

の有効期間が満了いたしましたが、当社では、かねてより旧対応方針の更新について検討を進め、平成22年５月11

日開催の当社取締役会において、旧対応方針の導入後の実務の動向を踏まえ、旧対応方針の内容を改定した新しい

対応方針（以下、「本対応方針」という。）として買収防衛策を継続することを決定し、本定時株主総会にて承認

されました。 

  当社といたしましては、当社株式に対する大規模な買付行為がなされた際に、買付けに応じるか否かを株主の皆

様が適切に判断するための情報を得ること、当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保する

こと、あるいは、その性質上企業価値に対する脅威となる買収を阻止すること等により、当社の企業価値の向上に

資せず、株主の皆様共同の利益に反する買付行為を防ぐための一定のルールが必要であると考え、本対応方針とし

て買収防衛策を継続するものです。 

１．本対応方針の概要  

 本対応方針の概要は以下に記載するとおりですが、本対応方針の詳細については、当社ホームページ掲載の平成

22年５月11日付けプレスリリース「当社株式の大規模買付行為等への対応方針（買収防衛策）の継続に関するお知

らせ」をご覧下さい。  

（参考URL：http://www.takaratomy.co.jp/company/release/ir/index.html） 

(1) 特別委員会の設置  

 本対応方針においては、新株予約権の無償割当てその他法令または当社定款が当社取締役会の権限として認める

措置の発動または不発動等に関する当社取締役会の恣意的な判断を排除し、その客観性および合理性を担保するた

め、当社が意向表明書を受領し、または対象買付者が出現する可能性があると当社取締役会が判断した場合、その

他これらに準ずる事由により当社取締役会が特別委員会を設置する必要があると判断した場合、別に定める特別委

員会規則に従い、当社取締役会から独立した組織である特別委員会を設置します。特別委員会の委員は、３名以上

とし、当社社外取締役および社外監査役の中から選ばれた者がこれに就任いたします。 

(2) 手続の概要 

 本対応方針は、①本対応方針の適用の対象となる当社株式等の大規模買付行為等を行おうとする者（以下、「対

象買付者」といいます）が、事前に当該大規模買付行為等に関する情報を当社に対して提供しなければならないこ

と、②提供された情報等に基づき特別委員会が対抗措置の発動または不発動等に関する勧告を行うこと、③当該勧

告を受けて当社取締役会が対抗措置の不発動に関する決議を行うまでの間、対象買付者およびそのグループは大規

模買付行為等を実施することができないこと、④対象買付者が本対応方針に定める手続を遵守しない場合、また

は、本対応方針に定める手続を遵守した場合であっても、一定の場合は当社取締役会が、特別委員会による勧告を

最大限尊重した上で、また、特別委員会が対抗措置の発動に関して当社株主総会の承認決議を経るべき旨の留保を

付した場合には、当社株主総会の判断に従い、大規模買付行為等に対し対抗措置を発動することを決議できること

等をその内容としております。 

(3) 対抗措置の概要  

 当社取締役会が対抗措置を発動する旨の判断をする場合には、その決議に基づき、新株予約権を新株予約権無償

割当て（会社法第277条以下）の方法によって、一定の日における全ての株主の皆様に対して割り当て、または、

その他法令若しくは当社定款が当社取締役会の権限として認める措置を行うこととします。 

(4) 本対応方針の継続手続  

 本対応方針の継続については、株主の皆様の意思を反映するため、本定時株主総会において株主の皆様のご承認

をいただきました。また、当社は、大規模買付行為等に対して対抗措置を発動するか否かについて株主の皆様の意

思を確認するため、一定の場合には当社株主総会の承認決議を経るものとしております。そこで、当社は、本定時

株主総会に当社定款第18条第２項を新設することを含めた定款変更議案を付議し株主の皆様の承認をいただきまし
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たので、当社株主総会は対抗措置の発動に関する承認決議を行う法的権限を有することになります。 

２．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針  

 当社は、「われらの優良な商品で世界の市場をにぎわせよう。」、「誠意と努力は他を益し自己の幸福の基とな

る。」を創業理念とし掲げ、創業以来、「製品の安全品質」はもちろん「遊びの品質」においてもより優良なもの

を子供たちに提供し、「健全な子供文化の育成」に努めてまいりました。お蔭様でお客様の多大な信頼を受け、

「プラレール」、「トミカ」、「リカちゃん」、「チョロQ」など多数の商品が世代間を越えたロングセラー商品

として当社の貴重な財産となっております。当社の創業理念は、会社の根幹を成すものであり、当社のみならず当

社グループにおいて脈々と引き継がれています。創業理念の実現に向かって進むべき羅針盤として、次の企業理念

を定めました。 

 「 すべての『夢』の実現のために  

      こどもたちの『夢』の実現のために  

      わたしたちの『夢』の実現のために  

         株主の『夢』の実現のために  

      パートナーの『夢』の実現のために  

         社会の『夢』の実現のために  

   わたしたちは新しい遊びの価値を創造します。 」  

「すべての『夢』の実現のために」に向けた当社グループの行動が、将来に向かって当社の企業価値を最大化する

ものであり、それが、株主価値の最大化に繋がるものであると考えています。当社グループでは、今後も新しい遊

びの価値の創造や製品品質の向上を図り、将来を担う子供たちのために「健全な子供文化の育成」を当社の使命と

して真摯に受け止め、その実現により「タカラトミー」ブランド価値の更なる向上を推進しております。「タカラ

トミー」ブランドを光り輝かせるブランド価値経営は、全てのステークホルダーの「夢」の実現を可能にするもの

であると確信しております。そのため、当社株式を大量に買い付ける提案を受けた場合には、その買付けが、ステ

ークホルダーの方々の共感を得て脈々と引き継がれてきた当社の創業理念や企業理念、当社および当社グループの

企業価値ひいては株主の皆様共同の利益に及ぼす影響を適切・的確に判断するために当該買付者の提案する事業計

画の内容とその実現可能性・適法性、当社のステークホルダーに与える影響、当社および当社グループの企業価値

に及ぼす影響、さらには、当社の将来計画への影響を十分に把握して判断する必要があります。 

 当社取締役会は、上記要素に鑑みて、当社の企業価値および株主の皆様共同の利益の確保・向上に資さない当社

株式の大規模な取得行為や買収提案を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適切では

ないと考えています。  

３． 基本方針の実現に資する特別な取組み及び本対応方針についての取締役会の判断及びその理由  

(1) 基本方針の実現に資する特別な取組みについて 

 当社の「中長期経営戦略」、「コーポレートガバナンスの強化」等の各施策は、当社の企業価値ないし株主の皆

様共同の利益を確保し、向上させることを直接の目的とするものであり、基本方針の実現に資するものです。  

 従って、当社取締役会は、当該取組みが、基本方針に沿うものであり、当社の企業価値ないし株主の皆様共同の

利益を損ない、または当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。 

(2) 本対応方針について  

 本対応方針は、①株主および投資家の皆様並びに買付者の予見可能性を高め、株主の皆様に適正な選択の機会を

確保するため、事前の開示がなされていること、②本対応方針による買収防衛策の導入に関して、本定時株主総会

において株主の皆様のご承認を得ているため、本対応方針の発効について株主の皆様の意思が反映されており、ま

た、当社株主総会において本対応方針を廃止する旨の議案が承認された場合には本対応方針はその時点で廃止され

るものとしているため、本対応方針の存続も株主の皆様の意思に係らしめられていること、③本対応方針に定める

対抗措置の発動または不発動等に関する当社取締役の恣意的な判断を排除するため、当社の業務執行を行う経営陣

から独立した当社社外取締役および社外監査役によって構成される特別委員会を設置し、その客観的な判断を最大

限に尊重し、特別委員会が当社取締役会に対して行う勧告において、対抗措置の発動に関して当社株主総会の承認

決議を経るべき旨の留保を付した場合、当社取締役会は、当社株主総会の開催が著しく困難な場合を除き、実務上

可能な限り速やかに当社株主総会を招集し、対抗措置の発動に関する議案を付議するものとし、本対応方針に定め

る対抗措置の発動・不発動を決定するものとされていること、④合理的な客観的要件が充足されなければ対抗措置

を発動することができないようにされていること等から、当社取締役会は、本対応方針が、基本方針に沿うもので

あり、当社の企業価値ないし株主の皆様共同の利益を損ない、または当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではないと判断しております。   
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(4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、520百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）１．「提出日現在」欄の発行数には、平成22年11月１日以降提出日までの新株予約権の権利行使により発行され

たものは含まれておりません。 

２．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社における標準となる株式であります。 

    なお、単元株式は100株であります。  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  384,000,000

計  384,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  96,290,850  96,290,850
東京証券取引所 

（市場第一部） 

(注)１ 

(注)２ 

計  96,290,850  96,290,850 － － 
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  ① 会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

           平成19年３月６日取締役会決議 

（注） １.新株予約権付社債の社債権者が新株予約権を行使したときは社債の金額の償還に代えて当該新株予約権

の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなします。  

   ２.本新株予約権付社債は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。  

（1）株価の下落により新株予約権の転換価額が下方に修正された場合、新株予約権の目的となる株式の数

が増加します。 

（2）転換価額の修正の基準および頻度 

    平成21年３月23日および平成22年３月23日(以下「それぞれの日を修正日」といいます。)時点で有

効な転換価額が、修正日の直前の60連続取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値の平均価額(以下「時価」といいます。)を１円を超えて上回っていた場合、転換価額は

時価に修正されます。ただし、時価が当初転換価額の80％を下回っているときは、修正後の転換価額

は当初転換価額の80％とします。同基準に基づき、平成21年３月23日より転換価額を修正しておりま

す。  

（3）転換価額の下限および新株予約権の目的となる株式の数の上限 

   ①転換価額の下限：616円 

   ②新株予約権付の目的となる株式の数の上限 

    11,363,636株（平成22年９月30日現在の普通株式の発行済株式総数の11.80%） 

     ただし、本新株予約権の行使により生じる単元未満株については行使請求に際して買取請求があ

ったものとして現金を交付するものとします。  

（4）当社の決定による本新株予約権付社債の全額繰上償還を可能とする旨の条項はありません。 

（5）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容 

   新株予約権の一部行使はできません。 

（6）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容 

   特にありません。   

（２）【新株予約権等の状況】

 2012年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 

（平成19年３月23日発行） 

第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円）  7,000

新株予約権の数（個）  70

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  11,363,636

新株予約権の行使時の払込金額（円）  616

新株予約権の行使期間 
平成20年３月23日から 

平成24年３月23日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                        616 

資本組入額                      308 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権の一部について行使請求することはできない

ものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより、

社債又は新株予約権の一方のみを譲渡することはできな

い。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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      平成21年５月25日取締役会決議 

  

（注）１.新株予約権付社債の社債権者が新株予約権を行使したときは社債の金額の償還に代えて当該新株予約権

の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなします。 

   ２.本新株予約権付社債は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。 

（1）株価の下落により新株予約権の転換価額が下方に修正された場合、新株予約権の目的となる株式の数

が増加します。 

（2）転換価額の修正の基準および頻度 

    平成22年６月10日、平成23年６月10日および平成24年６月10日(以下それぞれの日を「修正日」とい

います。)時点で有効な転換価額が、修正日の直前(当日を含みます。)の60連続取引日の株式会社東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均価額(以下「平均終値」といいます。)を

１円を超えて上回っていた場合、転換価額は、修正日の直後に到来する取引日に、平均終値に修正さ

れます。ただし、平均終値が当初転換価額の80％を下回っているときは、修正後の転換価額は当初転

換価額の80％とします。なお、上記転換価額修正の計算においては、円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を切り捨てます。    

（3）転換価額の下限および新株予約権の目的となる株式の数の上限 

   ①転換価額の下限：490円40銭 

   ②新株予約権の目的となる株式の数の上限 

    9,991,843株（平成22年９月30日現在の普通株式の発行済株式総数の10.38%） 

 ただし、本新株予約権の行使により生じる単元未満株については行使請求に際して買取請求があ

ったものとして現金を交付するものとします。  

（4）当社の決定による本新株予約権付社債の全額繰上償還を可能とする旨の条項はありません。 

（5）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容 

   新株予約権の一部行使はできません。 

（6）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容 

   特にありません。  

 2014年満期転換社債型新株予約権付社債 

（平成21年６月10日発行） 

第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円）  4,900

新株予約権の数（個）  49

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  7,993,474

新株予約権の行使時の払込金額（円）  613

新株予約権の行使期間 
平成22年６月11日から 

平成26年６月10日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                        613 

資本組入額                      307 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより、

社債又は新株予約権の一方のみを譲渡することはできな

い。 

代用払込みに関する事項 －      

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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   平成21年５月25日取締役会決議 

（注）１.新株予約権付社債の社債権者が新株予約権を行使したときは社債の金額の償還に代えて当該新株予約権

の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなします。 

   ２.本新株予約権付社債は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等の特質等は以下のとおりであります。 

（1）株価の下落により新株予約権の転換価額が下方に修正された場合、新株予約権の目的となる株式の数

が増加します。 

（2）転換価額の修正の基準および頻度 

    平成22年６月10日(以下「修正日」といいます。)の直前(当日を含みます。)の60連続取引日の株式

会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均価額(以下「平均終値」といいま

す。)が、修正日時点で有効な転換価額の80％以下である場合、転換価額は、修正日の翌日以降、修

正日時点で有効な転換価額の80％に修正されます。また、平均終値が、修正日時点で有効な転換価額

の80％超90％以下である場合、転換価額は、修正日の翌日以降、修正日時点で有効な転換価額の90％

に修正されます。なお、転換価額の算出においては、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第2

位を切り捨てます。同基準による修整の条件に該当しなかったため、転換価額は修正しておりませ

ん。  

（3）転換価額の下限および新株予約権の目的となる株式の数の上限 

   ①転換価額の下限：613円 

   ②新株予約権の目的となる株式の数の上限 

    652,528株（平成22年９月30日現在の普通株式の発行済株式総数の0.68%） 

     ただし、本新株予約権の行使により生じる単元未満株については行使請求に際して買取請求があ

ったものとして現金を交付するものとします。  

 2024年満期転換社債型新株予約権付社債 

（平成21年６月10日発行） 

第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円）  400

新株予約権の数（個）  4

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  652,528

新株予約権の行使時の払込金額（円）  613

新株予約権の行使期間 
平成22年６月11日から 

平成36年６月10日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格                        613 

資本組入額                      307 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより、

社債又は新株予約権の一方のみを譲渡することはできな

い。 

代用払込みに関する事項 －        

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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（4） 当社の決定による本新株予約権付社債の全額繰上償還を可能とする旨の条項はありません。ただ

し、当社は、平成22年６月11日以降のいずれかの日(以下「任意取得日」といいます。)に、任意取得

日の１ヶ月前までに本社債権者に対し事前の通知(撤回不能、以下「任意取得通知」といい、取得通

知を行った日を「任意取得通知日」といいます。)を行うことにより、任意取得日現在において残存

する本新株予約権付社債の全部又は一部を、交付財産(下記に定義します。)と引換えに取得すること

ができます。当社が本新株予約権付社債の一部を取得する場合、代表取締役による抽選により、取得

する本新株予約権付社債を決定するものとします。 

 「交付財産」とは、各本新株予約権付社債につき、本社債の払込金額の総額を各取得事由に基づく

取得の効力が生じる日における転換価額(転換価額が調整又は修正された場合には当該調整又は修正

後の転換価額)で除した数の当社普通株式(但し、１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行い

ません。また、計算の結果単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未満株式の買取請

求権が行使されたものとして現金により精算します。)をいいます。 

 また、当社は、下記(ⅰ)乃至(ⅲ)に定める事由が生じた日(以下「一定事由取得日」といいます。)

に、一定事由取得日現在において残存する本新株予約権付社債の全部を、交付財産と引換えに取得し

ます。 

(ⅰ) 倒産決定 

 当社、又は当社の資産の重要な部分に関して、特定調停、破産手続開始、民事再生手続開始、

会社更生手続開始、特別清算開始その他これに類似する法的整理手続開始の決定があったとき。

(ⅱ) 倒産自己申立 

 当社による、当社、又は当社の資産の重要な部分に関して、支払いの停止又は特定調停、破産

手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始その他これに類似する手続開始

の決定の申立て(日本国外における同様の申立てを含みます)があったとき。 

(ⅲ) 信用不安事由等の発生 

 当社に下記いずれかの事由が発生したとき。 

① 解散の決議を行い、又は解散命令を受けたとき。 

② 営業を廃止したとき。 

③ 第１回目の手形不渡りを出したとき。 

④ 当社の重要な資産に対して仮差押え、保全差押え又は差押えの命令若しくは通知(日本国外

における同様の手続を含みます。)が当社に対して送達されたとき、又は保全差押え若しく

は差押えの執行を命じる裁判の送達が当社に対して行なわれたとき。 

    また、当社は、平成36年６月７日に、残存する本新株予約権付社債の全部を、交付財産と引換えに

取得します。  

（5）権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容 

   新株予約権の一部行使はできません。 

（6）当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容 

   特にありません。 
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 ② 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  平成19年７月18日取締役会決議 

  

     平成19年７月18日取締役会決議 

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個） 9,578 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 957,800 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  745

新株予約権の行使期間 
平成21年８月１日から 

平成25年６月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 745

資本組入額 373

新株予約権の行使の条件 

 権利を付与された者は取締役または使用人の地位を失

った後も権利の行使可能。また、被付与者が死亡した場

合には相続人が権利の行使可能。ただし、いずれの場合

にも権利付与対象者との間で締結する権利付与契約に定

める条件による。 

新株予約権の譲渡に関する事項  譲渡、質入その他の処分は認めない。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個） 9,467 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 946,700 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  745

新株予約権の行使期間 
平成23年７月１日から 

平成25年６月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 745

資本組入額 373

新株予約権の行使の条件 

 権利を付与された者は取締役または使用人の地位を失

った後も権利の行使可能。また、被付与者が死亡した場

合には相続人が権利の行使可能。ただし、いずれの場合

にも権利付与対象者との間で締結する権利付与契約に定

める条件による。 

新株予約権の譲渡に関する事項  譲渡、質入その他の処分は認めない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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        平成21年8月4日取締役会決議  

  

     平成21年8月4日取締役会決議  

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個） 9,180 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 918,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 816 

新株予約権の行使期間 
平成23年９月２日から 

平成27年６月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 816

資本組入額 408

新株予約権の行使の条件 

 権利を付与された者は取締役または使用人の地位を失

った後も権利の行使可能。また、被付与者が死亡した場

合には相続人が権利の行使可能。ただし、いずれの場合

にも権利付与対象者との間で締結する権利付与契約に定

める条件による。 

新株予約権の譲渡に関する事項  譲渡、質入その他の処分は認めない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個） 9,180 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 918,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 816 

新株予約権の行使期間 
平成25年７月１日から 

平成27年６月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 816

資本組入額 408

新株予約権の行使の条件 

 権利を付与された者は取締役または使用人の地位を失

った後も権利の行使可能。また、被付与者が死亡した場

合には相続人が権利の行使可能。ただし、いずれの場合

にも権利付与対象者との間で締結する権利付与契約に定

める条件による。 

新株予約権の譲渡に関する事項  譲渡、質入その他の処分は認めない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  
第１四半期会計期間

（平成22年４月１日から 
平成22年６月30日まで） 

第２四半期会計期間
（平成22年７月１日から 
平成22年９月30日まで） 

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修

正条項付新株予約権付社債券等の数（個） 
－ － 

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数

（株） 
－ － 

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等

（円） 
－ － 

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額 

（百万円） 
－ － 

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当

該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累

計（個） 

－ － 

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数

（株） 

－ － 

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価

額等（円） 

－ － 

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額

（百万円） 

－ － 
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該当事項はありません。  

  

  

 （注） 上記のほか、自己株式が2,151千株あります。  

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日  
 －  96,290,850  －  3,459  －  6,050

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

丸の内キャピタル第一号投資事業

有限責任組合 
東京都千代田区丸の内１－３－１  14,443  15.00

株式会社インデックス・ホールデ

ィングス 
東京都世田谷区太子堂４－１－１  6,707  6.97

富山 幹太郎 東京都葛飾区  4,799  4.99

有限会社トミーインシュアランス 東京都葛飾区立石７－９－１０  4,619  4.80

ティーピージー リッチモント 

ワン エルピー       

（常任代理人 メリルリンチ日本

証券株式会社）         

M&C CORPORATE SERVICES LIMITED. 

P.O.BOX 309GT, UGLAND HOUSE, SOUTH 

CHURCH STREET, GEORGE TOWN, GRAND 

CAYMAN, CAYMAN ISLANDS 

（東京都中央区日本橋１－４－１） 

 4,450  4.62

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２－１１－３  4,212  4.38

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－１１  2,158  2.24

富山 章江 東京都葛飾区  1,483  1.54

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口９） 
東京都中央区晴海１－８－１１  1,480  1.54

資産管理サービス信託銀行株式会

社（年金信託口） 

東京都中央区晴海１－８－１２ 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟  
 1,083  1.13

計 －  45,440  47.19
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①【発行済株式】 

 （注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,700株（議決権の数37個）含まれ

ております。 

        ２.「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式47株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(1）新任役員 

 該当事項はありません。 

  

(2）退任役員 

 該当事項はありません。 

  

(3）役職の異動 

 該当事項はありません。 

   

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式     

 2,151,500

－ 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 93,233,800
 932,338 同上 

単元未満株式 
普通株式 

 905,550
－ 同上 

発行済株式総数  96,290,850 － － 

総株主の議決権 －  932,338 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社タカラトミー 
東京都葛飾区立石 

７－９－10 
 2,151,500 －  2,151,500  2.23

計 －  2,151,500 －  2,151,500  2.23

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  735  734  716  709  697  679

最低（円）  704  630  667  656  592  631

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成22

年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年7月１日をもって有限責任 あずさ監査法人とな

っております。  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,181 26,929

受取手形及び売掛金 23,760 18,299

有価証券 264 264

商品及び製品 11,660 9,418

仕掛品 418 306

原材料及び貯蔵品 1,250 1,080

繰延税金資産 3,923 3,533

その他 3,298 2,654

貸倒引当金 △408 △354

流動資産合計 65,351 62,132

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 12,953 13,363

減価償却累計額 △7,210 △7,430

減損損失累計額 △432 △453

建物及び構築物（純額） 5,310 5,480

機械装置及び運搬具 2,326 1,618

減価償却累計額 △1,398 △1,350

減損損失累計額 △0 △0

機械装置及び運搬具（純額） 927 267

工具、器具及び備品 29,845 29,248

減価償却累計額 △28,208 △27,642

減損損失累計額 △104 △109

工具、器具及び備品（純額） 1,532 1,496

土地 9,811 9,830

リース資産 3,005 3,344

減価償却累計額 △1,497 △1,733

減損損失累計額 △136 △136

リース資産（純額） 1,371 1,475

建設仮勘定 343 1,070

有形固定資産合計 19,297 19,620

無形固定資産   

のれん ※  24 －

その他 1,964 1,809

無形固定資産合計 1,989 1,809

投資その他の資産   

投資有価証券 3,282 4,139

繰延税金資産 4,813 4,634

その他 3,646 3,780

貸倒引当金 △320 △354

投資その他の資産合計 11,421 12,199

固定資産合計 32,708 33,629
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

繰延資産   

社債発行費 103 118

繰延資産合計 103 118

資産合計 98,163 95,880

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,394 10,627

短期借入金 3,907 3,031

1年内返済予定の長期借入金 2,207 2,410

1年内償還予定の社債 1,550 1,850

リース債務 1,062 1,205

未払金 3,669 4,956

未払費用 3,228 4,073

未払法人税等 306 518

引当金 250 607

繰延税金負債 12 13

その他 1,959 545

流動負債合計 30,548 29,840

固定負債   

社債 2,665 3,290

新株予約権付社債 12,300 12,300

長期借入金 2,043 2,388

リース債務 428 431

繰延税金負債 1,095 1,097

再評価に係る繰延税金負債 632 632

退職給付引当金 2,404 2,276

その他の引当金 225 239

負ののれん － ※  79

その他 1,226 1,242

固定負債合計 23,020 23,977

負債合計 53,568 53,818
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,459 3,459

資本剰余金 6,744 6,823

利益剰余金 38,573 34,344

自己株式 △1,319 △1,318

株主資本合計 47,457 43,309

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △242 299

繰延ヘッジ損益 △666 43

土地再評価差額金 △7 △6

為替換算調整勘定 △3,298 △2,892

評価・換算差額等合計 △4,214 △2,555

新株予約権 312 230

少数株主持分 1,038 1,078

純資産合計 44,594 42,062

負債純資産合計 98,163 95,880
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（２）【四半期連結損益計算書】 
 【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 86,770 77,623

売上原価 60,260 51,330

売上総利益 26,510 26,292

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 1,081 876

保管費 1,142 1,296

広告宣伝費 3,995 4,115

給料手当及び賞与 6,652 6,829

研究開発費 1,118 1,015

支払手数料 1,145 1,188

その他 5,730 5,754

販売費及び一般管理費合計 20,866 21,076

営業利益 5,643 5,216

営業外収益   

受取利息及び配当金 49 50

負ののれん償却額 217 220

その他 267 217

営業外収益合計 535 488

営業外費用   

支払利息 216 135

為替差損 170 84

持分法による投資損失 28 30

その他 155 136

営業外費用合計 571 387

経常利益 5,607 5,317

特別利益   

固定資産売却益 5 8

投資有価証券売却益 48 －

役員退職慰労引当金戻入額 42 －

貸倒引当金戻入額 25 33

子会社清算益 － 79

その他 9 12

特別利益合計 131 134

特別損失   

固定資産売却損 2 6

固定資産除却損 3 156

投資有価証券評価損 225 33

減損損失 17 18

その他 － 96

特別損失合計 248 311

税金等調整前四半期純利益 5,490 5,140

法人税等 578 276

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,863

少数株主利益又は少数株主損失（△） 33 △9

四半期純利益 4,878 4,873
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 50,482 43,648

売上原価 35,363 29,109

売上総利益 15,119 14,538

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 589 471

保管費 589 652

広告宣伝費 2,197 2,291

給料手当及び賞与 3,414 3,386

研究開発費 575 513

支払手数料 621 598

その他 2,970 2,989

販売費及び一般管理費合計 10,957 10,902

営業利益 4,161 3,635

営業外収益   

受取利息及び配当金 6 12

負ののれん償却額 103 111

その他 159 106

営業外収益合計 268 230

営業外費用   

支払利息 103 65

為替差損 175 80

持分法による投資損失 3 2

その他 107 51

営業外費用合計 390 200

経常利益 4,039 3,665

特別利益   

固定資産売却益 0 3

投資有価証券売却益 48 －

役員退職慰労引当金戻入額 42 －

貸倒引当金戻入額 7 16

子会社清算益 － 79

その他 9 12

特別利益合計 108 112

特別損失   

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 3 139

投資有価証券評価損 225 33

減損損失 17 18

その他 － 72

特別損失合計 246 264

税金等調整前四半期純利益 3,901 3,512

法人税等 465 231

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,281

少数株主利益又は少数株主損失（△） 28 △15

四半期純利益 3,407 3,297

- 25 -



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,490 5,140

減価償却費 1,779 1,999

減損損失 17 18

支払利息 216 135

売上債権の増減額（△は増加） △7,858 △5,735

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,240 △2,667

仕入債務の増減額（△は減少） 3,394 1,980

未払金の増減額（△は減少） △596 △606

未払費用の増減額（△は減少） △247 △784

その他 △762 △793

小計 192 △1,313

利息及び配当金の受取額 49 50

利息の支払額 △220 △138

法人税等の支払額 △484 △457

営業活動によるキャッシュ・フロー △461 △1,859

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △15 －

定期預金の払戻による収入 528 11

有形固定資産の取得による支出 △457 △1,307

有形固定資産の売却による収入 30 17

無形固定資産の取得による支出 △650 △605

投資有価証券の取得による支出 △218 △3

子会社株式の取得による支出 △3 △3

その他 142 439

投資活動によるキャッシュ・フロー △645 △1,451

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,808 954

長期借入金の返済による支出 △595 △555

社債の償還による支出 △945 △925

新株予約権付社債の発行による収入 5,246 －

株式の発行による収入 50 －

配当金の支払額 △448 △657

自己株式の取得による支出 △5,832 －

自己株式の処分による収入 8,427 －

その他 △630 △824

財務活動によるキャッシュ・フロー 462 △2,007

現金及び現金同等物に係る換算差額 △179 △275

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △824 △5,594

現金及び現金同等物の期首残高 21,492 26,638

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△34 △155

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 11

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  20,633 ※  20,900
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間において、㈱ユーエースは㈱ユニオントイマ

ーケティングを吸収合併しております。㈱トミーダイレクトおよびティ

ーツーラボ㈱は、重要性がなくなったため、連結の範囲から除外してお

ります。 

 当第２四半期連結会計期間において、㈱タカラアミューズメントは事

業清算により連結の範囲から除外しております。  

(2)変更後の連結子会社の数 

26社 

２．会計処理基準に関する事項の変更 (1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関 

 する当面の取扱い」の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会

計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の

会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月

10日）を適用しております。 

  これによる経常利益および税金等調整前四半期純利益への影響はあり

ません。 

(2)資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。 

  これにより、営業利益および経常利益はそれぞれ８百万円、税金等調

整前四半期純利益は32百万円減少しております。また、当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は80百万円であります。 

(3)企業結合に関する会計基準等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業

会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20

年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平

成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26

日）を適用しております。  
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「定期預金の預入による支出」は、前第２四半期連結累計期間にお

いて区分掲記しておりましたが、重要性が減少したため、当第２四半期連結累計期間では「投資活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に含めております。なお、当第２四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「定期預金の預入による支出」は、△１百万円であります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「自己株式の取得による支出」は、前第２四半期連結累計期間にお

いて区分掲記しておりましたが、重要性が減少したため、当第２四半期連結累計期間では「財務活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に含めております。なお、当第２四半期連結累計期間の「財務活動によるキャッ

シュ・フロー」の「自己株式の取得による支出」は、△１百万円であります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「自己株式の処分による収入」は、前第２四半期連結累計期間にお

いて区分掲記しておりましたが、重要性が減少したため、当第２四半期連結累計期間では「財務活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に含めております。なお、当第２四半期連結累計期間の「財務活動によるキャッ

シュ・フロー」の「自己株式の処分による収入」は、０百万円であります。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  一般債権の貸倒見積高の算定方法については、当第２四半期連結会計

期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化

がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して

貸倒見積高を算定しております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングを利用する方法によっております。  
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見

積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。   

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※ のれんと負ののれんは相殺表示しております。 ※ のれんと負ののれんは相殺表示しております。 

のれん 749百万円 

負ののれん △725  

相殺後のれん 24  

のれん 853百万円 

負ののれん △932  

相殺後負ののれん △79  

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

  記載すべき事項はありません。   記載すべき事項はありません。 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

  記載すべき事項はありません。   記載すべき事項はありません。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係 

 （平成21年９月30日現在）

※   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係 

 （平成22年９月30日現在）

  

現金及び預金勘定 20,842百万円

有価証券 264  

計 21,107  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △409  

譲渡性預金（NCD）を除く有価証券 △64  

現金及び現金同等物 20,633  

現金及び預金勘定 21,181百万円

有価証券 264  

計 21,446  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △480  

譲渡性預金（NCD）を除く有価証券 △64  

現金及び現金同等物 20,900  
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３. 新株予約権等に関する事項  

   ストックオプションとしての新株予約権 

   新株予約権の四半期連結会計期間末残高   親会社 百万円 

  

４．配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

  

  (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの 

（株主資本等関係）

普通株式 株96,290,850

普通株式 株2,151,547

312

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  658  7.00 平成22年３月31日 平成22年６月24日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月２日 

取締役会 
普通株式    658  7.00 平成22年９月30日 平成22年12月９日 利益剰余金 
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     前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  
     前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分は、製品の種類・性質・製造方法・販売市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な製品 

(1）玩具事業……………………幼児玩具、男児玩具、女児玩具、カード、ホビー、生活雑貨用品 

(2）玩具周辺事業………………カプセル玩具、家庭用ゲームソフト、玩具菓子、キッズ/ベビーアパレル、 

デジタルコンテンツ 

(3）その他事業…………………各種販売事業等 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
玩具事業
（百万円） 

玩具周辺事業
 （百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  31,274  18,849  359  50,482  －  50,482

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 902  395  1  1,299 ( ) 1,299  －

計  32,176  19,244  361  51,781 ( ) 1,299  50,482

営業利益  4,578  397  4  4,980 ( ) 819  4,161

  
玩具事業
（百万円） 

玩具周辺事業
 （百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  55,057  30,968  744  86,770  －  86,770

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 1,764  641  4  2,410 ( ) 2,410  －

計  56,821  31,609  749  89,181 ( ) 2,410  86,770

営業利益  7,065  142  6  7,214 ( ) 1,570  5,643
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     前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  
     前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。  

２．各区分に属する主な国又は地域 

欧州 ：イギリス、フランス 

北米  ：アメリカ合衆国 

アジア：中国、タイ等 

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
欧州

（百万円）
北米

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
 45,696  3,226  221  1,337  50,482  －  50,482

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 522  3  －  7,277  7,803 ( ) 7,803  －

計  46,219  3,230  221  8,614  58,286 ( ) 7,803  50,482

営業利益  4,042  273  4  596  4,917 ( ) 756  4,161

  
日本 

（百万円） 
欧州

（百万円）
北米

（百万円）
アジア

（百万円）
計

（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
 79,289  4,777  453  2,250  86,770  －  86,770

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 867  3  －  13,623  14,494 ( ) 14,494  －

計  80,157  4,780  453  15,874  101,265 ( ) 14,494  86,770

営業利益又は営業損失(△)  6,253  143  △28  850  7,219 ( ) 1,576  5,643
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 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法  

地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

欧州 ：イギリス、フランス等 

北米  ：アメリカ合衆国等 

アジア：中国、韓国等 

その他：中南米等 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

【海外売上高】

  欧州 北米 アジア その他  計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  4,063  4,459  2,177  183  10,883   

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  －  50,482   

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
 8.0  8.8  4.3  0.4  21.6   

  欧州 北米 アジア その他  計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,428  7,269  4,136  546  18,380   

Ⅱ 連結売上高（百万円）    －  －  －  －  86,770   

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
 7.4  8.4  4.8  0.6  21.2   
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１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、玩具および玩具周辺事業（ベンディング事業、家庭用ゲームソフト、キッズアパレル、映像

等）を、国内外にて展開しております。 

 当社グループは、中期経営戦略の最重点課題のひとつとして「グローバル展開の強化」を掲げ、日本・欧州・北

米・アジアの４極体制を確立し、グローバル市場対応の商品開発・生産・物流プロセスを徹底させつつ、地域特性

に応じた価格戦略、マーケティング体制、戦略的アライアンスの活用等を推進しております。 

 このような状況を踏まえ、当社は第１四半期より、マネジメント・アプローチに基づく報告セグメントとして 

前年度までの所在地別セグメントによる開示と同様の情報を開示しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
  

 当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）      (単位:百万円) 

  

 当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）      (単位:百万円) 

  

【セグメント情報】

  日本 欧州 北米 アジア 合計 

売上高           

 外部顧客への売上高 69,997 4,194 465  2,965  77,623

 セグメント間の内部売上高又は振替高 549 2 8  12,125  12,685

計 70,546 4,196 473  15,091  90,308

セグメント利益又は損失（△） 6,240 △51 98  581  6,869

  日本 欧州 北米 アジア 合計 

売上高           

 外部顧客への売上高 38,932 2,654 372  1,688  43,648

 セグメント間の内部売上高又は振替高 295 2 △0  7,112  7,410

計 39,228 2,656 372  8,800  51,058

セグメント利益 3,894 34 89  434  4,452
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容 

（差異調整に関する事項） 

 当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

  

 当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

 該当事項はありません。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。  

  （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計  6,869

セグメント間取引消去  54

全社費用（注）  △1,727

その他の調整額  19

四半期連結損益計算書の営業利益  5,216

  （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計  4,452

セグメント間取引消去  72

全社費用（注）  △908

その他の調整額  19

四半期連結損益計算書の営業利益  3,635
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  459.36円 １株当たり純資産額  432.90円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 53.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
45.01円

１株当たり四半期純利益金額 51.77円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
42.71円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  4,878  4,873

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  4,878  4,873

期中平均株式数（千株）  91,753  94,139

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  1  1

 (うち支払利息(税額相当額控除後)) (1) (1) 

普通株式増加数（千株）    16,665   20,009

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

提出会社    

 新株予約権 ５銘柄

 潜在株式の数 4,500千株

  －   
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 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 36.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
29.85円

１株当たり四半期純利益金額 35.03円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
28.90円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  3,407  3,297

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  3,407  3,297

期中平均株式数（千株）  94,134  94,139

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  0  0

 (うち支払利息(税額相当額控除後)) (0) (0) 

普通株式増加数（千株）   20,050   20,009

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

提出会社    

 新株予約権 ５銘柄

 潜在株式の数 2,577千株

   －  
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 平成22年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………658百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………７円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月９日 

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

２【その他】

- 38 -



 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月13日

株式会社タカラトミー 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 山本 哲也  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 宮木 直哉  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカラ

トミーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカラトミー及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。   

2．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月12日

株式会社タカラトミー 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 山本 哲也  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 宮木 直哉  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカラ

トミーの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から

平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカラトミー及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。   

2．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



   

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月12日 

【会社名】 株式会社タカラトミー 

【英訳名】 TOMY COMPANY, LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  富山 幹太郎 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役  三浦 俊樹 

【本店の所在の場所】 東京都葛飾区立石７丁目９番10号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



 当社代表取締役社長富山幹太郎及び当社最高財務責任者常務取締役三浦俊樹は、当社の第60期第２四半期（自平成

22年７月１日 至平成22年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されている

ことを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




